
（平成２３年２月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 7 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認秋田地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

秋田国民年金 事案 749    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 38 年５月から 39 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 38 年５月から 39 年３月まで 

私は、制度が始まった時から夫婦一緒に国民年金に加入し、国民年

金保険料を納付していた。船員保険に加入した時もやめた時も役場で

手続を行い、納めなければならない保険料は妻の分と一緒に役場で納

めていた。妻の分は納付になっているのに、自分の記録が未納とされ

ているのは納得がいかないので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 11 か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除き国民

年金加入期間の国民年金保険料を全て納付し、船員保険から国民年金への

切替手続も適切に行っていることから、申立人の納付意識は高かったもの

と考えられる。 

また、申立人が一緒に国民年金保険料を納付していたとするその妻は、

申立期間を含めて、国民年金加入期間の保険料が全て納付されていること

が確認できることから、上記のとおり、納付意識の高い申立人が、申立期

間についても夫婦二人分の保険料を納付していたとしても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 755 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年 10 月から 62 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住     所 ：  

 
２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60 年 10 月から 62 年３月まで 

    昭和 62 年３月頃にＡ市町村役場の職員が自宅を訪問し、国民年金保

険料の納付督励を受け、その場で数か月分の保険料として１、２万円

ぐらい納付し、その後、当該市町村役場の職員に依頼して送付しても

らった納付書により、Ｂ銀行Ｃ支店で 10 万円ぐらい納付した。 

    これまで国民年金保険料については全て納付したと記憶しているの

で、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間について、申立期間を除き国民年金保険

料を全て納付していることから、申立人の納付意識は高かったものと考

えられる。 

また、申立人は、「昭和 62 年３月頃にＡ市町村役場の職員が自宅を訪

問し、国民年金保険料の納付督励を受け、数か月分の保険料をその場で

納付し、その職員に依頼し送付してもらった納付書により、後日、Ｂ銀

行Ｃ支店で保険料を納付した。」と主張しているところ、Ａ市町村では、

「申立期間当時、国民年金推進員を委嘱し、現年度保険料の納付督励及

び収納を行っていた。また、国民年金推進員は、被保険者の過年度保険

料の納付書を送付するよう、社会保険事務所(当時)に依頼することも行

っていたと思われる。」と回答している上、年金事務所では、「Ｂ銀行

Ｃ支店で過年度保険料を納付することは可能であった。」と回答してい

る。 

さらに、申立人がＡ市町村役場の職員に納付したと記憶する金額及び



                      

  

その後に銀行で納付したと記憶する金額は、申立期間の国民年金保険料

を納付した場合の金額とおおむね一致している上、申立人の申立期間の

保険料を納付するに至った経緯及び納付場所等に関する記憶は具体的で

あり、申立人の主張に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 756 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 39 年４月から 41 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 39 年４月から 41 年３月まで 

国民年金保険料の納付記録について照会したところ、年金事務所から、

昭和 39 年４月１日に国民年金の被保険者資格を喪失しているが、同年

４月及び同年６月から 40 年１月までの期間の納付記録が確認できたた

め、当該９か月分の保険料を還付するとの回答があった。 

しかし、私は、昭和 41 年３月に結婚するまで、母親が国民年金保険

料を納付してくれていたと聞いているので、申立期間を国民年金被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録及びＡ市町村が保管する国民年金被保険者名簿によると、

申立人は、昭和 36 年４月に強制加入被保険者として国民年金の被保険者

資格を取得した後、39 年４月１日に同資格を喪失した記録とされている

ところ、申立人の兄の証言によると、申立人は申立期間当時、結婚するま

で実家で家事手伝いをしており、国民年金の強制加入被保険者資格を喪失

すべき理由がうかがえない上、当該被保険者名簿によると、申立人が国民

年金の被保険者資格を喪失した後の 39 年４月、同年６月から 40 年１月ま

での国民年金保険料については納付済みと記録されていることが確認でき

ることから、行政側の記録管理が適切に行われていなかったことがうかが

われる。 

また、申立期間当時、申立人世帯の国民年金保険料を納付していたとさ

れるその母親は、自身及び申立人の兄の保険料について申立期間を含めて

完納し、申立期間よりも前の申立人の保険料についても全て納付している



                      

  

ことから、申立人の母親の納付意識は高かったものと考えられ、申立期間

の保険料についても納付していたとする申立人の主張に不自然さはみられ

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 757 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 42 年１月から同年３月まで 

  昭和 53 年又はそれ以降に、Ａ市町村役場の国民年金の担当職員から、

国民年金保険料の未納分について納付勧奨を受けたので、数回に分け

て納付した。 

未納とされている期間については全て納付したと記憶しているので、

調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除き国民年

金加入期間の国民年金保険料を全て納付（又は免除）していることが確認

できることから、申立人の納付意識は高かったものと考えられる。 

また、申立人は、「昭和 53 年又はそれ以降に、国民年金保険料の未納

分について数回に分けて納付した。」と主張しているところ、国民年金被

保険者台帳から、申立人は 55 年１月以降、44 年４月から 46 年３月まで

の申請免除承認期間の保険料を追納し、申立期間の直前の期間の保険料を

数回に分割して特例納付していることが確認できることから、申立期間の

保険料についても納付したはずであるとの主張に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 995 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ船における船員保険資格

の取得日に係る記録を昭和 38 年４月 10 日、同資格の喪失日に係る記録を

同年５月 20 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 6,000 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 38 年４月 10 日から同年５月 20 日まで 

    私がＡ船でＢ職として働いたことは、船員手帳に記載があるので間違

いはない。船員保険料も控除されていたと思うので調べてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人から提出された船員手帳から、申立人が申立期間において、Ａ船

にＢ職として雇い入れられていたことが確認できる。 

また、Ａ船の船舶所有者は既に死亡しており、当該船舶に係る船員保

険被保険者名簿から確認できる当時の船員についても、連絡先が確認で

きないことから、当時の状況について聴取することはできないものの、

申立人は、当時の乗船の経緯及び操業状況について具体的に記憶してい

る上、申立人が記憶するＡ船の船員数と、船員保険被保険者名簿から確

認できる当時の被保険者数とはおおむね一致していることから、当時、

当該船舶においては、ほぼ全ての船員が船員保険に加入していたと考え

られる。 

さらに、Ａ船に係る船員保険被保険者名簿によると、申立人と同様に

被保険者期間が１か月である者が複数みられる。 

加えて、申立人は、申立期間の直前の昭和 38 年４月１日に国民年金の

資格を喪失し、直後の同年５月 20 日に再取得していることが確認できる



                      

  

上、申立人の妻は、同年４月１日に国民年金の種別を強制から任意に変

更していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る船員保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の船員手帳に記載

された給料の金額及びＡ船に係る社会保険事務所（当時）の記録から確

認できる申立期間において申立人と同種の業務を行っていた同僚の標準

報酬月額から、１万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る船員保険料の事業主による納付義務の履

行については、Ａ船の船舶所有者は既に船員保険の適用船舶所有者ではな

くなっており、当該船舶所有者も死亡しているため確認することができな

いが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された

場合には、その後被保険者資格の喪失届を提出する機会があったこととな

るが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しないと

は考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る

届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和

38 年４月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立

期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 997 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人の申立期間に係る標

準報酬月額は、申立人の主張する標準報酬月額であったと認められること

から、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を 62 万円に訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 13 年４月１日から同年 12 月 28 日まで 

 Ａ株式会社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が減

額訂正されているが、当該減額訂正については全く聞かされていなかっ

た。 

 申立期間に係る標準報酬月額について訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当

初 62 万円と記録されていたところ、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事

業所ではなくなった平成 13 年 12 月 28 日の後の 14 年１月 10 日付けで、

13 年４月１日に遡及して９万 8,000 円に引き下げられていることが確認

できる。 

一方、Ａ株式会社の閉鎖登記簿謄本から、申立人は、申立期間において

同社の取締役であったことが確認できる。 

しかしながら、Ａ株式会社の代表取締役は、｢標準報酬月額の減額処理

に関する届出を行った記憶は無いが、会社が倒産した後に社会保険事務

所の職員と打合せしたことは覚えており、その際申立人は出席していな

かったので、仮に標準報酬月額が減額されているのであれば、申立人は

知らなかったと思う。｣と証言していることを踏まえると、申立人は当該

遡及訂正処理に関与していなかったと考えるのが自然である。 

また、オンライン記録から、Ａ株式会社に在籍していた申立人以外の取

締役５人についても、申立人と同様に遡及した標準報酬月額の減額処理



                      

  

がされていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において当該遡及訂正処

理を行う合理的な理由は無く、申立期間において標準報酬月額に係る有

効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 62 万円に訂正するこ

とが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 998 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人の申立期間に係る標

準報酬月額は、申立人の主張する標準報酬月額であったと認められること

から、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を 62 万円に訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 13 年４月１日から同年 12 月 28 日まで 

 Ａ株式会社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が減

額訂正されているが、当該減額訂正については全く聞かされていなかっ

た。 

 申立期間に係る標準報酬月額について訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当

初 62 万円と記録されていたところ、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事

業所ではなくなった平成 13 年 12 月 28 日の後の 14 年１月 10 日付けで、

13 年４月１日に遡及して９万 8,000 円に引き下げられていることが確認

できる。 

一方、Ａ株式会社の閉鎖登記簿謄本から、申立人は、申立期間におい

て同社の取締役であったことが確認できる。 

しかしながら、Ａ株式会社の代表取締役は、｢標準報酬月額の減額処理

に関する届出を行った記憶は無いが、会社が倒産した後に社会保険事務

所の職員と打合せしたことは覚えており、その際申立人は出席していな

かったので、仮に標準報酬月額が減額されているのであれば、申立人は

知らなかったと思う。｣と証言していることを踏まえると、申立人は当該

遡及訂正処理に関与していなかったと考えるのが自然である。 

また、オンライン記録から、Ａ株式会社に在籍していた申立人以外の

取締役５人についても、申立人と同様に遡及した標準報酬月額の減額処



                      

  

理がされていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において当該遡及訂正

処理を行う合理的な理由は無く、申立期間において標準報酬月額に係る

有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 62 万円に訂正する

ことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 999 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た申立人の申立期間に係る標

準報酬月額は、申立人の主張する標準報酬月額であったと認められること

から、申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録を 56 万円に訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 平成 13 年４月１日から同年 12 月 28 日まで 

 Ａ株式会社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額が減

額訂正されているが、当該減額訂正については全く聞かされていなかっ

た。 

 申立期間に係る標準報酬月額について訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当

初 56 万円と記録されていたところ、Ａ株式会社が厚生年金保険の適用事

業所ではなくなった平成 13 年 12 月 28 日の後の 14 年１月 10 日付けで、

13 年４月１日に遡及して９万 8,000 円に引き下げられていることが確認

できる。 

一方、Ａ株式会社の閉鎖登記簿謄本から、申立人は、申立期間におい

て同社の取締役であったことが確認できる。 

しかしながら、Ａ株式会社の代表取締役は、｢標準報酬月額の減額処理

に関する届出を行った記憶は無いが、会社が倒産した後に社会保険事務

所の職員と打合せしたことは覚えており、その際申立人は出席していな

かったので、仮に標準報酬月額が減額されているのであれば、申立人は

知らなかったと思う。｣と証言していることを踏まえると、申立人は当該

遡及訂正処理に関与していなかったと考えるのが自然である。 

また、オンライン記録から、Ａ株式会社に在籍していた申立人以外の

取締役５人についても、申立人と同様に遡及した標準報酬月額の減額処



                      

  

理がされていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において当該遡及訂正

処理を行う合理的な理由は無く、申立期間において標準報酬月額に係る

有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 56 万円に訂正する

ことが必要である。 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 750 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 14 年１月から同年３月までの付加保険料を含む国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  
 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14 年１月から同年３月まで 

    私は、申立期間当時、夫婦の国民年金保険料（付加保険料を含む。）

を毎月一緒に町内の納税組合に納付していた。申立期間が未納とされて

いることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間の国民年金保険料を町内の納税組合を通じて納付

していた。」と主張しているところ、Ａ市町村では、「申立人が所属して

いるＢ納税組合は国民年金保険料の集金を行っていなかった。」と回答し

ているとともに、納税組合の受領一覧表からも、Ｂ納税組合は国民年金保

険料を集金していなかったことが確認できる上、申立人から提出された平

成 13 年１月９日から 15 年１月７日までの申立人名義のＣ金融機関Ｄ支店

の口座取引記録及びオンライン記録から、申立人は、当時、口座振替によ

り国民年金保険料（付加保険料を含む。）を納付していたことが確認でき

ることから、申立人の主張する納付方法と符合しない。 

また、上記の取引記録及びオンライン記録によると、申立人の申立期間

の国民年金保険料及びその妻の平成 13 年 12 月から 14 年３月までの期間、

14 年 10 月の保険料については、残高不足により口座振替がされていない

ことが確認できる。 

さらに、残高不足により口座振替では納付されなかった国民年金保険料

については、社会保険事務所（当時）が過年度保険料の納付書を発行する

こととされていたところ、オンライン記録から、申立人及びその妻につい

て、平成 15 年６月９日に納付書が作成されていることが確認できること

から、上記の口座振替がされなかった期間に係る保険料の納付書が、申立



                      

  

人及びその妻にそれぞれ送付されたものと考えられるが、申立人及びその

妻は、「社会保険事務所から未納期間の納付書が送付されてきたことは無

く、遡って未納期間の保険料を納付したことも無い。」と述べており、当

該納付書により申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の付加保険料を含む国民年金保険料を納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 751 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年４月から同年９月までの国民年金保険料、平成 13 年

12 月から 14 年３月までの期間及び同年 10 月の付加保険料を含む国民年

金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  
 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年４月から同年９月まで 

② 平成 13 年 12 月から 14 年３月まで 

③ 平成 14 年 10 月 

    私は、20 歳になった昭和 48 年頃、義母に国民年金保険料は納めてい

た方がいいと言われ、年金だけは納付忘れが無いように努めてきた。30

年ぐらい前からは、納税組合を通じて夫婦二人分の付加保険料を含む保

険料を一緒に納付していた。また、平成 14 年頃からは、金融機関の口

座からの振替により夫婦二人分の付加保険料を含む保険料を納付してき

た。各申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、特殊台帳及び現金納付者名簿の記録から、申

立期間①の直前の昭和 48 年１月から同年３月までの保険料については

特例納付として、直後の 48 年 10 月から 49 年３月までの保険料につい

ては過年度納付として、それぞれ 50 年 12 月 23 日に納付したことが確

認できるところ、申立期間①については、当該納付した時点において、

過年度納付については既に時効であり、特例納付についても納付可能

な期間（36 年４月から 48 年３月まで）ではなかったことから、納付で

きなかったものと考えられる。 

また、申立人は、上記の期間の国民年金保険料を納付したことについ

ての記憶が曖昧であり、「義母が納付してくれたかもしれない。」と述

べている上、申立期間①についても納付した記憶が曖昧である。 

さらに、申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示す関連



                      

  

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

２ 申立期間②について、申立人は、「申立期間②の国民年金保険料を

町内の納税組合を通じて納付していた。」と主張しているところ、Ａ

市町村では、「申立人が所属しているＢ納税組合は、国民年金保険料

の集金を行っていなかった。」と回答しているとともに、納税組合の

受領一覧表からも、Ｂ納税組合は国民年金保険料を集金していなかっ

たことが確認できる上、申立人の夫から提出された平成 13 年１月９日

から 15 年１月７日までの夫名義のＣ金融機関Ｄ支店の口座取引記録及

びオンライン記録から、申立人及びその夫は、当時、口座振替により

保険料（付加保険料を含む。）を納付していたことが確認できること

から、申立人の主張する納付方法と符合しない。 

一方、申立期間③については、上記のとおり、申立期間③の前後を

通じて口座振替により国民年金保険料を納付していたことが確認でき

ることから、申立人の主張する納付方法と符合するものの、上記の取

引記録及びオンライン記録によると、申立人の申立期間②及び③の保

険料及びその夫の平成 14 年１月から同年３月までの保険料については、

残高不足により口座振替がされていないことが確認できる。 

また、残高不足により口座振替では納付されなかった国民年金保険

料については、社会保険事務所（当時）が過年度保険料の納付書を送

付することとされていたところ、オンライン記録から、申立人及びそ

の夫について、平成 15 年６月９日に納付書が作成されていることが確

認できることから、上記の口座振替がされなかった期間に係る保険料

の納付書が、申立人及びその夫にそれぞれ送付されたものと考えられ

るが、申立人及びその夫は、「社会保険事務所から未納期間の納付書

が送付されてきたことは無く、遡って未納期間の保険料を納付したこ

とも無い。」と述べており、当該納付書により申立期間②及び③の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的

に判断すると、申立人が申立期間①の国民年金保険料、申立期間②及

び③の付加保険料を含む国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 752 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年９月から 62 年３月までの期間、平成元年７月から

同年 10 月までの期間、２年 10 月、３年１月及び同年２月の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 61 年９月から 62 年３月まで 

          ② 平成元年７月から同年 10 月まで 

          ③ 平成２年 10 月 

          ④ 平成３年１月及び同年２月 

昭和 61 年４月に国民年金の加入手続の用紙がＡ市町村から送付され

てきたため、加入手続を行った。当時は、まだ職に就いておらず、国民

年金保険料は母が役場で現金納付していた。１か月でも未納があると、

役場より督促状が送付されていたので、必ず納付していたと記憶してい

る。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、「昭和 61 年４月に、Ａ市町村役場か

ら国民年金の加入手続の用紙が送付されてきたため、加入手続を行い国民

年金保険料も納付していた。」と主張しているところ、申立人の国民年金

手帳記号番号が払い出されたのは 62 年７月 10 日であり、申立人が所持す

る年金手帳及びＡ市町村が保管する国民年金被保険者名簿から、同年８月

27 日に資格を取得していることが確認できることから、申立期間①当時、

申立人は国民年金に加入していないため、申立人の母親は、申立期間①の

保険料を納付することはできなかったものと推認される。 

また、現在のオンライン記録では、申立期間①については、国民年金加

入期間とされているが、当該期間が国民年金の加入期間とされたのは、平

成 12 年 12 月 14 日に社会保険事務所（当時）が申立人の被保険者記録を



                      

  

訂正処理した以降であり、当該訂正処理した時点では、申立期間①の国民

年金保険料は、時効により納付することができなかったと考えられる。 

さらに、申立期間①の国民年金保険料を納付するためには、別の国民年

金手帳記号番号が払い出されていなければならないが、申立人に対し別の

手帳記号番号が払い出された事実は確認できない上、払い出されたことを

うかがわせる事情も見当たらない。 

申立期間②から④までの期間について、申立人は、「国民年金保険料を

納付していた。」と主張しているところ、これらの期間はいずれも厚生年

金保険の資格を喪失した後、再度、厚生年金保険の資格を取得するまでの

期間であるが、申立人は、国民年金の再加入手続を行った記憶が無い上、

Ａ市町村が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿の検認記録欄を見

ると、昭和 62 年度の次の年度は平成６年度となっており、申立期間②か

ら④に係る検認記録欄が作成されていないことから、厚生年金保険の資格

を喪失した各時点では国民年金の加入手続を行っておらず、平成６年５月

に国民年金に再加入した時点で、遡及して申立期間②から④までの期間に

ついて資格を取得したことがうかがえる。 

また、平成６年５月に遡及して資格を取得した時点で、申立期間②から

④までの国民年金保険料は、時効により納付することができなかったこと

が確認できる。 

このほか、申立期間①から④までの期間の国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 753 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年２月から 61 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年２月から 61 年３月まで 

私の年金記録についてＡ市町村に照会したところ、昭和 60 年２月 15

日に、夫が厚生年金保険に加入していることを確認した上で、同年２

月５日付けで国民年金被保険者資格を喪失している旨の説明を受けた。 

しかし、夫は、昭和 50 年 12 月から現在まで同一の事業所において

継続して厚生年金保険に加入しており、私は、54 年１月９日に国民年

金に加入してから第３号被保険者制度の開始まで、任意加入被保険者

として国民年金保険料を納付していた。また、当時は、毎月、Ａ市町

村の窓口で納付していたと記憶している。 

申立期間について、国民年金保険料を納付していたものと認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「申立期間当時、国民年金の任意加入被保険者資格の喪失

手続を行った記憶は無く、当該手続を行う理由も見当たらない。」とし

ている。 

しかしながら、Ａ市町村が保管する申立人に係る国民年金被保険者名

簿及びオンライン記録によると、申立人は、昭和 54 年１月９日に被保険

者資格を取得し、60 年２月５日に喪失した旨の記録が確認できるところ、

上記の申立人に係る国民年金被保険者名簿の資格喪失欄には、「60．２．

５」、「夫厚年加入」の記載及び「60．２．15」の日付の押印が確認で

き、Ａ市町村では、「国民年金の被保険者資格を喪失したい旨の届出が

あり、本人が任意加入被保険者であることを確認するために、夫が厚生

年金保険の被保険者であることを確認した結果を記載したものと考えら



                      

  

れる。」と回答している上、申立人の夫は、厚生年金保険被保険者であ

ったことが確認できることから、申立人が、当該時点において、国民年

金の被保険者資格を喪失することに事務処理上の不自然さはうかがえな

い。 

また、Ａ市町村では、「国民年金第３号被保険者制度が開始された当

時、国民年金の任意加入被保険者については昭和 61 年１月 31 日までに、

任意加入していない者については同年４月１日以降に、それぞれ第３号

被保険者該当届を提出するように広報していた。」としているところ、

申立人の第３号被保険者該当届は、同年４月 25 日に届け出られているこ

とが、Ａ市町村が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿から確認

できる。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 754 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54 年 11 月から 55 年１月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年 11 月から 55 年１月まで 

    私は、昭和 54 年 11 月にＡ株式会社を退職した時、妻から、Ｂ市町村

役場に行って国民年金保険料を納付してきたと言われたことを記憶して

いる。几
き

帳面な性格の妻が全て行ってくれたと思っていた。Ｃ市町村で

の国民年金の加入手続も私は一切行っていないので、妻が行ってくれた

はずである。申立期間が未加入となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「私が昭和 54 年 11 月にＡ株式会社を退職した時、妻から、

Ｂ市町村役場に行って私の国民年金保険料を納付してきたと聞いた記憶が

ある。」と主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出

されたのは 58 年２月 19 日であり、57 年３月 21 日まで遡及して資格を取

得していることが確認できることから、申立期間は国民年金に未加入の期

間であり、申立人の妻は、申立期間の保険料を納付することができなかっ

たものと推認される。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付するためには、申立人に対し別

の国民年金手帳記号番号が払い出されていなければならないが、申立人の

妻は、「Ｂ市町村役場において申立人の国民年金の加入手続を行った記憶

が無い。」と述べている上、申立人が所持する年金手帳には初めて国民年

金の被保険者となった日として昭和 57 年３月 21 日と記載されているなど、

別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 



                      

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 758 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41 年４月から 46 年３月までの期間及び 48 年４月から 50

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年４月から 46 年３月まで 

          ② 昭和 48 年４月から 50 年３月まで 

申立期間①について、Ａ市町村からＢ市町村（現在は、Ａ市町村）に

転居した際、Ｂ市町村役場Ｃ支所の国民年金の担当者から、国民年金保

険料の未納分について納付勧奨を受けたので、妻が同支所の窓口で未納

分を遡って一括納付した。 

申立期間②について、地区の婦人会が自宅に集金に来ていたので、妻

が毎月夫婦二人分の国民年金保険料を納付していた。 

申立期間について、国民年金保険料を納付していたものと認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人に対し、Ａ市町村及びＢ

市町村においてそれぞれ別の国民年金手帳記号番号が払い出されており、

最初にＡ市町村において昭和 41 年 12 月 23 日に払い出され、同年４月１

日に遡及して資格を取得していることが確認できるが、当該払出簿に記載

された申立人に係る備考欄に「不在 48.４.１」と記載されていることか

ら、48 年４月１日以降、Ａ市町村において居住が確認できない不在被保

険者として管理されていたことがうかがえる。 

また、住民票から、申立人は昭和 46 年８月７日にＢ市町村に転入して

いることが確認できるところ、同市町村において新たな手帳記号番号が

50 年３月 10 日に払い出され、同年４月１日に資格を取得していることが

確認できることから、申立人は、Ｂ市町村に転入した後、Ａ市町村で加入



                      

  

していた国民年金の住所変更手続を行わなかったため、新規取得者として

取り扱われたことが確認できる。 

さらに、社会保険事務所（当時）からＢ市町村に対し、国民年金被保険

者住所変更通知書が昭和 52 年７月 19 日に通知され、Ａ市町村に係る国民

年金手帳記号番号払出簿の申立人の住所変更欄に「出 52.７.19Ｂ市町

村」と記載されていることから、その後、Ｂ市町村において払い出された

手帳記号番号を取り消し、その国民年金の加入記録を、Ａ市町村において

払い出された手帳記号番号に統合する処理が行われたことが確認できる。 

これらのことから、申立期間①及び②当時、申立人は、Ｂ市町村におい

て国民年金に加入していないため、同市町村において当該期間の国民年金

保険料を納付することはできなかったものと推認される。 

また、申立期間のうち、申立期間①の国民年金保険料について、申立人

の妻は、「Ｂ市町村に転居した頃、同市町村役場Ｃ支所で遡って納付し

た。」と主張しているが、当該期間の保険料は過年度保険料であり、Ａ市

町村では、「Ｂ市町村役場では過年度保険料を収納することがなかっ

た。」と回答している上、申立人が納付したとする昭和 46 年８月の時点

で、制度上、44 年６月以前の保険料は時効により納付することができな

かったものと推認される。 

さらに、申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 



                      

  

秋田国民年金 事案 759 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年１月から同年３月までの期間及び同年７月から 61

年４月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住     所 ：  

 
２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 58 年１月から同年３月まで 

           ② 昭和 58 年７月から 61 年４月まで 

   昭和 60 年 10 月にＡ都道府県からＢ市町村に転居した際、Ｂ市町村

役場から国民年金保険料の未納分の納付書が届いたので、保険料を納

付した記憶がある。 

申立期間に係る領収書は所持していないが、未納とされていること

に納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「昭和 60 年 10 月にＢ市町村に転居した際、Ｂ市町村役場か

ら国民年金保険料の未納分の納付書が届いたので、申立期間の保険料を

納付した。」と主張しているが、同市町村が保管する国民年金被保険者

名簿によると、申立人の同市町村への国民年金の転入処理が行われたの

は 60 年 12 月３日であることが確認できることから、同年 12 月時点にお

いて、申立期間のうち 58 年９月以前の保険料は既に納付の時効となって

おり、申立人は、当該期間の保険料を納付することはできなかったもの

と推認される上、申立期間②のうち 58 年 10 月から 60 年３月までの保険

料は過年度納付が可能であったが、Ｂ市町村では、「過年度保険料の納

付書は社会保険事務所（当時）で発行していたので、当市町村で発行し

送付することはなかった。」と回答している。 

また、上記の申立人に係る国民年金のＢ市町村への転入処理が行われ

た昭和 60 年 12 月時点において、申立期間②のうち昭和 60 年度の国民年

金保険料については現年度納付が可能であり、Ｂ市町村の回答から、申



                      

  

立人に対し当該年度に係る納付書が発行されていたことがうかがえるも

のの、申立人は、当該期間の国民年金保険料の納付場所、納付金額等に

関する記憶が曖昧である上、申立人の元夫も、当該期間を含む国民年金

加入期間の保険料が未納となっていることが確認できる。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 

 

 



                      

  

秋田厚生年金 事案 996 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22 年２月頃から 23 年３月１日まで 

             ② 昭和 23 年９月１日から 24 年 10 月頃まで 

 私の年金記録では、Ａ株式会社Ｂ営業所Ｃ事業所での厚生年金保険

加入期間は昭和 23 年３月１日から同年９月１日までとなっているが、

私が同事業所で勤務した期間は、22 年２月頃から 24 年 10 月頃までで

あったはずである。 

 申立期間①について、私は、先にＡ株式会社Ｂ営業所Ｄ事業所に勤

務していた姉と同じ社員寮に住んでいた。また、申立期間②について、

私は、Ｃ事業所の閉鎖に伴い、同事業所を退職したと記憶している。 

 申立期間について、厚生年金保険に加入していたものと認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ株式会社Ｅ支店では、「当時の資料が無く、

申立人の申立期間①に係る勤務実態については確認できない。」と回

答しているものの、申立人の姉は、「私が同社Ｂ営業所Ｄ事業所に勤

務していた頃、後から妹が入社し、妹はＣ事業所に配属された。私は

昭和 23 年の春頃に退職したが、それまでの数か月間は、妹と同じ会社

の社員寮に入居していた。」と証言していることから、期間の特定は

できないものの、申立人は、申立期間①当時、同社同営業所Ｃ事業所

に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、申立人がＡ株式会社Ｂ営業所において厚生年金保険

の被保険者資格を取得した昭和 23 年３月１日と同日付けで女性社員 10

人が資格を取得しているところ、それよりも以前の女性の資格取得者



                      

  

は確認できない上、21 年７月 15 日から 22 年 10 月１日まで厚生年金保

険の適用事業所であった同社同営業所Ｃ事業所に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿においても女性の資格取得者は確認できない。 

また、申立人と同日付けで厚生年金保険の被保険者資格を取得した

前述の女性 10 人の中には、申立人が自身よりも前からＡ株式会社Ｂ営

業所Ｃ事業所に勤務していたと記憶する同僚一人が含まれているほか、

同社同営業所に勤務していた者は、「私は、昭和 22 年 12 月に入社し

たが、当時、Ａ株式会社ではＦ国民健康保険組合に加入しており、当

該国民健康保険の資格取得は入社と同時であったが、厚生年金保険に

は加入させていなかった。私よりも前から勤務していた６人の女性社

員も、私と同日付けで厚生年金保険に加入している。」と証言してい

ることから、当時、同社では女性社員については、23 年３月１日以前

は厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

さらに、上記の女性社員は、「昭和 23 年３月１日に厚生年金保険に

加入するまでは、給与から厚生年金保険料は控除されていなかっ

た。」と述べている。 

２ 申立期間②について、申立人は、「年金記録では、Ａ株式会社Ｂ営

業所Ｃ事業所での資格喪失日が昭和 23 年９月１日とされているが、私

が同社同営業所同事業所を退職したのは、24 年 10 月頃と記憶してい

る。」と主張している。 

  しかしながら、Ａ株式会社Ｅ支店では、「申立期間②当時の申立人

の在籍の有無を確認できる資料は無い。」と回答している上、同社Ｂ

営業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間②当

時に同社同営業所Ｃ事業所に勤務していたことが確認できる者から聴

取したが、申立人が申立期間②当時、同社同営業所同事業所に勤務し

ていたことが確認できる証言は得られない。 

また、申立人は、「Ａ株式会社Ｂ営業所Ｃ事業所が閉鎖されること

になり退職した。その時一緒に退職した同僚一人を記憶している。」

と述べているところ、当該同僚は、同社同営業所に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿から、申立人と同日の昭和 23 年９月１日に資

格を喪失していることが確認できる。 

さらに、Ａ株式会社Ｅ支店では、「Ｅ支店Ｂ営業所Ｃ事業所は、現

在も営業しており、閉鎖した事実は無い。」と回答しているところ、

同社同営業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、当時、

同営業所同事業所に在籍していたことが確認できる８人のうち、申立

人及び上記の同僚の女性を含めた６人が昭和 23 年９月及び同年 10 月

に資格を喪失していることが確認できる上、複数の元社員が、「申立

期間②当時は、Ｃ事業所に隣接するＤ事業所管内に大きな現場があっ



                      

  

たので、多数の社員をそちらに配置するような人員調整があった。」

と証言している。 

３ このほか、申立期間①及び②について、厚生年金保険料が控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、控除されていた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 


